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第二次補正予算の衆議院可決についての談話

１．1月13日、第二次補正予算（以下、補正予算）および関連法案が衆議院本会議で与党などの賛成多数で可決され、参議院に送付された。民主党など野党は国民の多くが反対する定額給付金を分離して経済・雇用対策を審議すべきとして、定額給付金を削除する野党の修正案を提出したが、与党がこれを無視し、審議を尽くさないまま強引な議会運営を行ったことは、極めて遺憾である。

２．わずか３日間の審議で強行採決をした与党の議会運営も問題であるが、より大きな問題は、昨年後半に雇用環境や中小企業の資金繰りが急速に悪化し、迅速な対応が求められていたにもかかわらず、政府・与党が臨時国会への補正予算案提出を先送りしてきたことである。政局を優先し、国民生活を守るための政策対応を遅らせてきた責任は重い。加えて、定額給付金の目的自体も不明確であり、総理の答弁も二転三転するなど政権運営自体が迷走している。もはや民意を反映した政権運営は行われていない。

３．雇用環境が急激に悪化している現状においては、予算を重点的に確保し、直ちに雇用対策を強力に推し進める必要がある。また、雇用・生活の安心と将来不安の解消への道筋を示す「日本版グリーン・ニューディール」も前向きに検討すべきである。連合は、参議院の補正予算審議や、来年度予算の審議等においても、雇用対策予算の早期成立を求めるとともに、国民生活を第一とする政策と政治への転換を求めて、全力をあげて運動を展開していく。
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